
電波監理審議会（第１０７２回）議事録 

 

１  日時  

  令和２年２月５日（水）１５：００～１６：０７  

 

２  場所  

  総務省会議室（１０階１００２会議室）  

 

３  出席者（敬称略）  

(1) 電波監理審議会委員  

吉田  進（会長）、兼松  由理子（会長代理）、長田  三紀、林  秀弥、

日比野  隆司  

(2) 審理官  

藤田  和重  

(3) 総務省 

（情報流通行政局）  

吉田 眞人（情報流通行政局長）、吉田 博史（官房審議官）、  

湯本 博信（総務課長）、豊嶋 基暢（放送政策課長）、 

堀内 隆広（放送政策課企画官）、吉田 恭子（衛星・地域放送課長）、 

松島 研（衛星・地域放送課企画官）   

（総合通信基盤局）  

布施田  英生（電波政策課長）、  

(4) 事務局  

梶田  昌生（総合通信基盤局総務課課長補佐）（幹事）  

 

 

 



４ 目次 

（１）開   会  …………………………………………………………………１ 

（２）諮問事項（情報流通行政局） 

   ① 衛星基幹放送に係る周波数の使用に関する基準の制定 

     （諮問第５号）…………………………………………………………１ 

   ② 日本放送協会令和２年度収支予算、事業計画及び資金計画に付する 

総務大臣の意見      

（諮問第６号）………………………………………………………１１ 

（３）閉   会  ………………………………………………………………３１ 

 



-1- 

開    会 

 

○吉田会長 それでは、電波監理審議会を開会いたします。 

 情報流通行政局の職員に入室するよう連絡をお願いいたします。 

（情報流通行政局職員入室） 

 

諮問事項（情報流通行政局） 

 

（１）衛星基幹放送に係る周波数の使用に関する基準の制定 

（諮問第５号） 

 

○吉田会長 よろしいでしょうか。 

 それでは、審議を開始いたします。 

 諮問第５号、衛星基幹放送に係る周波数の使用に関する基準の制定につきま

して、吉田衛星・地域放送課長からご説明をお願いいたします。 

○吉田衛星・地域放送課長 衛星・地域放送課長の吉田でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。それでは、諮問第５号説明資料に基づきましてご

説明をさせていただきます。１ページ、２ページを飛んでいただきまして、３

ページからのパワーポイントの資料でご説明させていただきたいと思います。 

 ４ページのところでございますが、本件に関するこれまでの経緯につきまし

て、まとめさせていただいております。平成３０年６月、規制改革推進会議か

らいただきました第３次答申におきまして、この青囲みの「ｂ」のところでご

ざいますが、衛星放送のソフト事業について、帯域の有効利用を検証する仕組

みを導入する、これを平成３１年度中に所要の制度整備を行うことという答申

をいただいております。 
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 その後、これは総務省の会議になりますが、放送を巡る諸課題に関する検討

会のもとに設置されました衛星放送の未来像に関するワーキンググループの報

告書、平成３０年９月に出たものでございますが、こちらでも衛星放送の右旋

帯域の有効活用に関しまして、赤囲みの２点目になりますが、新規参入に関す

る認定、また衛星放送は５年ごとの認定更新の仕組みとなっておりますが、そ

の際に帯域の有効活用を検証しまして、総務大臣が指定する帯域を有効活用が

担保できる水準とする仕組みを法制度上明確に位置づけることが望ましいとい

う提言をいただいたところでございます。 

 次の５ページになりますが、この２つの提言、答申等を踏まえまして、昨年

６月に公布されました改正放送法におきまして、衛星基幹放送の業務の認定、

また５年ごとの認定更新の際に、事業者が希望する周波数が申請に係る放送サ

ービスに照らして必要十分かどうかを審査する、周波数使用基準への適合性を

審査するということを要件として、放送法の中に追加をさせていただいたとこ

ろでございます。今般の周波数使用基準、これはこの改正放送法に基づきまし

て、新たな省令として規定させていただくということでございます。 

 では、６ページ目でこの周波数使用基準の制定に関しましての基本的な考え

方というものを記載させていただいております。先ほどのワーキンググループ

での議論、報告等におきましても、周波数使用基準は今後の行政処分の判断基

準となり得るものでございますので、客観的かつ定量的な基準とすることが必

要であるということ、また策定に際しては、放送事業者、関係事業者等の意見

を聞く機会を十分に設けることが必要であると指摘されております。こういっ

たことも踏まえまして、以下３点、基本的な考え方、プロセスを進めるに当た

りまして留意をしてまいりました。 

 １点目でございますが、認定または認定更新の際の基準につきましては、衛

星放送ではテレビジョン放送の種類がＳＤ、ＨＤ、フルＨＤ、さらには４Ｋ、
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８Ｋと伝送方式等によりましてさまざまな種類がございまして、これに応じて

必要となるスロット数も変わってくるということがございますので、その種類

ごとに申請可能なスロット数の上限を定めるということを基本としております。 

 スロットというのは注記させていただいておりますが、情報を伝送する際の

信号の単位ということでございます。少し先になってしまいますが、９ページ

を見ていただきますと、これはＢＳの右旋のチャンネル配列図でございますが、

例えば左上の１チャンネルのところで、現在ＢＳ朝日、ＢＳ－ＴＢＳ、ＢＳテ

レ東が番組を放送されておりますが、こちらにつきましてはＨＤの番組を、括

弧のところでございますが、１６スロット使って伝送されているということで

ございます。 

 例えばまた４Ｋになりますと、中段の左から２番目の７チャンネルで、ＢＳ

朝日、テレ東、日テレがそれぞれ４０スロット、これは伝送方式が違いますの

で、トラポンによってこのように変わってまいりますが、４０スロットを使っ

て放送されているということになります。スロットというのはそういうイメー

ジで考えていただければと思います。 

 では、６ページにお戻りいただきまして、今回の省令ではスロットの数の上

限を定めるということ、また２点目でございますが、上限を定めるに当たりま

しては、これまで放送事業者あるいは関連団体でさまざまな画質評価というも

のも、テレビジョン放送の種類に従ってやってきております。また、審議会の

ご報告ですとか、電波産業会様の標準規格等、客観的に評価されたものもござ

いますので、そういったものを参考にして具体的な基準を定めさせていただい

ております。 

 また、放送事業者の意見をしっかり聞いていくということで、昨年の８月か

ら連絡会を立ち上げまして、実際に事業者の方々にアンケートの実施等をさせ

ていただいて、実情の把握にも努めたところでございます。 



-4- 

 ７ページ目が具体的な基準の内容となります。（１）のところにありますよう

に、ＢＳ・ＣＳ放送に係る基準といたしましては、ＳＤ、ＨＤ、フルＨＤ、さ

らに４Ｋ、８Ｋごと、またＢＳとＣＳで分けて具体的なスロット数の上限を書

かせていただいております。 

 ＳＤにつきましては、ＢＳ・ＣＳ双方とも６スロット、ＨＤにつきましては

１２スロット、またフルＨＤについては、現在ＣＳでは放送されておりません

ので、ＢＳのみ２０スロットとさせていただいております。 

 また４Ｋにつきましては、ＢＳは４０、ＣＳは６０、８ＫはＣＳでは実態が

ございませんので、ＢＳのみ１２０と規定をさせていただいております。こち

らがベースとなる基準でございます。 

 それに加えまして（２）のところでございますが、４Ｋ、８Ｋ以外、いわゆ

る２ＫのＳＤ、ＨＤ、フルＨＤのテレビジョン放送につきましては、この①か

ら④の場合にはスロットの追加というものを認めたいと考えております。 

 例えば①のところでございますが、補完放送を行う場合とございますけれど

も、小さくて恐縮ですが※２のところで、例えばデータ放送ですとか、字幕・

解説放送、いわゆるＥＰＧと呼んでおります電子番組表、そういったものを流

される、大半の事業者が該当いたしますが、これらにつきましては、さらに２

スロットの追加。 

 あるいは③のところでございますが、１つの番組、チャンネルで複数の番組

を流される、マルチ編成と呼んでおりますけれども、そういうことを行う事業

者もいらっしゃいますので、そういった場合にはさらに追加のスロット数４を

追加するということで、幾つかの追加のスロットに関する規定も設けさせてい

ただきたいと考えております。 

 ８ページでございますが、（３）のその他のところになりますけれども、これ

は一般社団法人のＡ－ＰＡＢで、受信機側のソフトウエアの更新が必要なとき
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に、受信機メーカーの要請を受けてアップデートの情報を適宜流されるという

ことがございまして、そのための帯域の２スロットということは、併せて追記

をさせていただきたいと考えております。 

 以上が基本となるところでございます。具体的なイメージで申し上げますと、

例えば５年ごとの更新の時期が来ましたときに、ＨＤで放送されている事業者

であれば、先ほどのＨＤ、（１）にございました１２スロットに加えまして、大

半の事業者は何らかの補完放送をされるということになろうかと思いますので、

追加スロットの２を合わせた１４のスロットの中で、そこを上限として申請を

していただくということを想定しております。それが確認されれば、この要件

はクリアされるということでございます。 

 ８ページ、（４）のところでございます。経過措置も併せて設けさせていただ

きたいと考えております。先般、昨年の秋にこちらの審議会でＢＳ右旋の新規

参入の認定について答申いただいたところでございますが、２０２１年度を目

途に帯域再編の作業を予定しております。 

 よって、２０２０年１０月または１２月に認定更新を迎える事業者につきま

しては、その帯域再編の作業のときまでに、実際には縮減していただくという

ことで、若干の猶予の期間を設けていきたいと考えております。 

 また、②のところでございます。幾つかの事業者は、先ほど申し上げました

マルチ編成の導入を今後考えているということがございますが、実際にマルチ

編成をスタートしようとしますと、放送の主設備の更新と併せてやらないと放

送事故のリスクですとか、コストもかなり高くなると、これは我々もヒアリン

グいたしまして、その点を確認しておりますので、今後、省令の施行後５年間

における認定更新の際には、実際にまだマルチ編成を開始していなくても、２

０２５年、５年後までにその計画があるときには一旦、認定更新のときには猶

予を設けさせていただきたいと考えております。以上が経過措置になります。 
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 今後のスケジュールでございますが、昨年１２月から今年の１月までパブリ

ックコメントに付させていただきました。１０ページ以降にございますが、合

計２０件のご意見をいただいております。１５件が放送事業者あるいは関連団

体からいただいたものでございまして、残り５件が個人の方からいただいたも

のになります。 

 放送事業者あるいは関連団体からは、この周波数使用基準の策定につきまし

てはプロセス、内容を含め、概ね賛同のご意見をいただいております。むしろ

今後の４Ｋ、８Ｋの推進ですとか、空いた帯域を今後どう使っていくのかとい

うところについてご要望等を承ったということでございます。 

 本日、答申をいただきましたならば、３月３１日に周波数使用基準の省令を

施行させていただきたいと考えております。 

 事務局からは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○吉田会長 ご説明どうもありがとうございました。 

 ただいまのご説明につきまして何かご質問、ご意見等ございましたらお願い

いたします。 

○兼松代理 よろしいでしょうか。今般、申請可能なスロットの数の上限を設

けるということになったわけですけれども、今までは各放送業者に与えるスロ

ットというのはどういうふうに決めていたんでしょうか。 

○吉田衛星・地域放送課長 常に衛星放送は、新規参入のときに空いている帯

域というのがまず前提になりまして、その範囲内でご希望の周波数、スロット

について申請がございまして、もちろんそれが過剰なものでないかですとか、

そういったことは随時チェックをしておりましたけれども、やはり１度参入い

ただくと、その後検証していくスキームが今まではなかったということでござ

います。 

 ただ技術の革新によって、昔は例えば２４スロットないと流せなかったもの
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が、技術革新によりまして少ないスロット数でも同じ画質を担保していけると

いうことがやはり起きてきますので、そうであるならば随時、５年ごとの確認

のときにそういったところも確認させていただいて、電波をあまり無駄なく、

しっかりと有効に活用していく仕組みというのを今回入れさせていただきたい

と考えております。 

○兼松代理 ありがとうございます。そうしますと、一旦申請で認められたス

ロット数でも、おっしゃるような技術革新ですとか、効率性を考えますと、更

新時にはさらに、もしかするともっと少なくてもいいとか、逆にもうちょっと

あったほうがいいとかいうことで随時更新されていくということになるんです

ね。 

○吉田衛星・地域放送課長 そうです。今回の省令、基準につきましては初め

て定めさせていただくものになります。未来永劫、今回の案におけるスロット

数ということではなく、また技術の進歩によってはこの基準自体も、適宜見直

させていただくということも当然にあろうかと思います。 

○兼松代理 ありがとうございます。もう１点聞いてもよろしいですか。 

○吉田会長 どうぞ。 

○兼松代理 基本的なことを理解していなかったものですから。今般、主に右

旋のほうの有効活用ということでお話をいただいているんですけれども、あま

り利用されてない左旋のほうについても、この基準は同じということになるん

でしょうか。 

○吉田衛星・地域放送課長 はい。右左旋、そこは共通で考えております。ご

指摘のように左旋は、４Ｋ、８Ｋが始まって１年少しということでまだ帯域が

空いているという事情はありますが、一定の画素数の番組を送るに当たりまし

て、そこは右左旋共通の規律を設けるということで考えております。 

○兼松代理 ありがとうございます。 
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○吉田会長 ほかにいかがでしょうか。 

○日比野委員 よろしいですか。全体として当初の衛星放送の未来像に係るワ

ーキンググループでの議論をしっかりと踏まえてやられているということで、

プロセス的にも経過措置を設定する等、非常に適切に対応されているんじゃな

いかなと思います。 

 その結果だと思いますけれども、パブリックコメントをざっと見させていた

だきましたところ、今後の課題とか要望というのはありましたが、押しなべて

業者から見ても納得性が高い内容であったとうかがわれますので、全くよろし

いんじゃないかと思います。 

○吉田衛星・地域放送課長 ありがとうございます。 

○吉田会長 ありがとうございます。 

○林委員 １つよろしいでしょうか。私も日比野委員と同じく、この制度は大

変結構なことではないかと思っているのですけれども、１つ確認をさせていた

だきたいのは、先ほど規制改革の話で、規制改革推進会議の平成３０年６月４

日の第３次答申のご紹介があったと思うんですけれども、その中で、これは何

ページですかね、４７ページ以下ですか、これを見ると、放送事業における新

規参入の促進ということがうたわれておりまして、「他業態などから新たに参

入する事業者への期待は大きい。したがって、放送事業への新規参入を促進す

る」ということが書かれているんですけれども、現状あるいは問題意識として、

どの程度放送事業における新規参入というものが実際あり得るのか。私はやや

疑問に思っております。と申しますのも、放送というのは、その性格上、通信

事業とはかなり異なると思います。通信の場合は、いろいろなＭＶＮＯによる

参入だとか、あるいはＭＮＯでさえも周波数割り当てによる新規参入を通じて

サービス競争や料金競争を促進するというのはあると思うんですが、放送は、

少なくともこれまでのビジネスモデルを前提にすると、なかなかそうはいかな
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いと思います。この点、規制改革推進会議の「第３次答申」では、「通信と放送

の枠を超えたビジネスモデルの構築」と謳ってありますので、とりわけその辺

が気になるんですけれども、そこは放送と通信とでは、新規参入促進といって

も、それぞれ目指すべき目標というか、目的関数みたいなところが違うんじゃ

ないかという気がします。過去どういう新規参入があり、現状、規制改革推進

会議や投資等ワーキンググループの問題意識は、どの程度総務省のほうで共有

されているのか、このあたりをちょっと、ご参考までにお聞かせいただければ

と思います。 

○吉田衛星・地域放送課長 ありがとうございます。先生ご指摘のように、今

インターネットの動画配信のビジネスですとか、いろいろと台頭してくる中で

放送事業そのものが、衛星放送もそうですけれども、市場環境が厳しくなって

きているということはあろうかと思います。 

 一方で、昨年の秋に答申いただきました新規参入の際には、新規参入可能な

空きスロットに対しまして、それを上回る事業者の希望がございましたので、

比較審査を行うこととなりました。今回、衛星放送の話に限っていいますと、

やはり市場環境、サービスとして活性化させていくという意味でも、いろいろ

なコンテンツが登場してくるということは必須だと思っておりますので、そう

いう観点からも、総務省としては今回の周波数使用基準も、そういったものを

促していくということを念頭に置いているところでございます。 

○林委員 了解致しました。どうもありがとうございました。 

○吉田会長 私のほうからも、１件質問と、念のためにちょっと確認をさせて

いただきたいと思います。本件、基本的に皆さんがおっしゃっているように、

私も大変結構なご提案だと思います。質問は非常に細かいんですが、先ほど今

回の案によって更新時、従来ＨＤですと１６スロットを使っていたチャンネル

が１２プラス、補完放送の場合ですと２で１４スロットでいけるんだという話
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がございましたけれども、例えば補完放送以外にマルチ編成を行う場合には、

４スロットの追加が必要ということで、その場合には、１２プラス４で１６ス

ロットになってしまって、実質的には減らないというか、１６が１６のままで

いくという可能性もあるということなんでしょうか。 

○吉田衛星・地域放送課長 そういうことでございます。 

○吉田会長 長期的に多くの事業者に帯域の有効活用をお願いして、例え少し

づつであれ、できるだけスロットを空けていただいて、そこを新たな新規参入

の業者に割り当てようという、ロングレンジの観点から帯域の有効活用を狙っ

た基準という理解でよろしいでしょうか。 

○吉田衛星・地域放送課長 おっしゃるとおりでございます。そういう意味で

は、例えば１年後に全ての事業者が単純にスロットを削減していただくという

ことではなく、やはり一定の画質が保たれた放送をしていただくためには一定

の帯域が必要だと思いますので、そういったところとのバランスも踏まえつつ、

策定させていただいたものでございます。 

 ただロングレンジ、おっしゃるように中長期的に見れば、少しずつスロット

を効率化していただく方というのもおそらくいらっしゃって、それをある程度、

ためていくことで、例えばまた次の新規参入につながるような話といったこと

も想定しているところでございます。 

○吉田会長 わかりました。あと確認させていただきたいと思いましたのは、

事業者側はこういう新しい基準に従って、スロットの削減等により帯域の有効

活用を図るため、ある意味送信側に変更が生じるわけですが、その場合、一般

視聴者の側では、事業者のスロットの削減等に対応して、家のテレビの設定を

変える必要というか、どこかを触わって何らかの変更を行う必要はないんでし

ょうか、という点です。もしテレビの設定変更が必要になるとちょっと大変か

なと思ったものですから、その辺りをちょっと確認させていただきたいと思い
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ます。 

○吉田衛星・地域放送課長 例えば、あるトラポンに３つの事業者が同居され

ていて、そのうちの１社が、今回、周波数基準に合致しないので減らしますと

なりました場合に、実際に減らすときには同じトラポンに入ってらっしゃる事

業者、ほかの２社との間でも少し調整も発生いたしますし、減らすときには例

えば夜中１回、そのトラポンのところの放送は止める必要があると聞いており

ます。 

 そうしますと、例えば毎週連続である曜日に録画されている場合ですとか、

そういったことがございますと、あらかじめ視聴者の方々に、事業者や関係団

体からもしっかり周知をしていただいて、録画できなかったということがない

ように実際には進めていく必要があると思います。仮にそういうことになって

いけば、それは総務省からも事業者あるいは関係団体等でしっかりフォローし

てまいりたいと思います。 

○吉田会長 それ以外はないということですね。 

○吉田衛星・地域放送課長 はい。新規参入の関係で、２０２１年度に帯域再

編を予定して、かなり多くの事業者が動かれるということになります。受信機

との間では問題がないかをかなりテストしなければならないということがござ

いますが、個別の縮減だけということであれば、そこまでは想定しておりませ

ん。 

○吉田会長 わかりました。ありがとうございました。ほかにはいかがでしょ

うか。 

 それでは、ほかにご意見等ないようでしたら、諮問第５号につきましては、

諮問のとおり制定することが適当である旨の答申を行いますが、よろしいでし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○吉田会長 それでは、そのように決することといたします。どうもありがと

うございました。 

 

（２）日本放送協会令和２年度収支予算、事業計画及び資金計画に付する総務

大臣の意見 

（諮問第６号） 

 

 それでは、続きまして諮問第６号、日本放送協会令和２年度収支予算、事業

計画及び資金計画に付する総務大臣の意見につきまして、豊嶋放送政策課長か

らご説明をお願いいたします。 

○豊嶋放送政策課長 それでは、お手元の諮問第６号説明資料に基づきまして、

説明させていただきます。 

 本件は、いわゆるＮＨＫ予算に付する総務大臣意見ということでお諮りをさ

せていただくものでございますが、まず、ＮＨＫ予算の関係のスケジュール概

要をご覧ください。 

 令和２年度のＮＨＫ予算に関しましては、本年の１月１５日に予算提出が行

われ、それに対する総務大臣意見の検討を進めてまいりました。本日、その総

務大臣意見について諮問をさせていただくわけですが、ご答申をいただいた場

合には速やかに予算に大臣意見を付して、国会に提出をし、今の国会で予算の

承認という形の手続をとらせていただくというふうになっております。 

 意見に入る前に、予算のポイントを説明したいと思います。予算書本体は別

に参考資料として用意しておりますが、かなり分厚いので、諮問資料３ページ

以降の予算のポイントの資料で説明させていただきます。 

 令和２年度の収支予算のポイントでございます。いわゆる収入の話と支出の

話の大きく２つポイントがございまして、箱で囲っている部分でございます。 
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 まず収入の部分に関しましては、令和２年１０月から地上契約、衛星契約の

いわゆる受信料の２.５％値下げの実施によりまして、令和元年度予算に対し

ましては、全体として４３億円の減収を見込んだ内容となっております。 

 一方、事業支出に関しましては、東京オリンピック・パラリンピックの放送

実施など、重点事項に取り組むということから、令和元年度予算に対しまして

７６億円の増を見込んでおります。 

 これに伴いまして、一般勘定全体の収支で見ますと、令和２年度予算につき

ましては事業収入７,２０４億円、事業支出７,３５４億円ということで、事業

収支差金について１４９億円の赤字を計上するという内容になっております。 

 なお、この事業収支差金の赤字額１４９億円につきましては、後ほど説明し

ますが、財政安定のための繰越金をもって補填処理をするという内容となって

おります。 

 その収入につきまして、若干補足の説明ということで、２番目、受信料収入

の状況でございます。 

 受信料収入に関しましては、令和元年１０月に消費税率引上げのときの受信

料額の据え置きを既に実施をしております。これに先ほど申し上げた、令和２

年１０月からの受信料２.５％の値下げ、それと受信料の負担軽減策の実施に

伴いまして、受信料収入で見ますと元年度予算に対して５８億円の減収という

ことで、６,９７４億円を見込んでおります。 

 負担軽減策の詳細については４点の負担軽減策を順次実施をしているところ

でございます。 

 なお、この受信料収入の算定に当たりましては、現在のＮＨＫの経営計画に

おいて支払い率、毎年度１％向上を目標と掲げておりまして、令和２年度末は

支払い率８４％を目指す内容となっております。これに基づいて、収入額を算

出しているということでございます。令和元年度末は参考までに８３％となっ
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ております。 

 その下の右方の箱で囲っているものが、受信料収入の２年度予算の内訳とな

っております。左側のほうは、元年度予算の比較で申し上げますと、先ほど申

し上げた５８億円。なお、元年度見込み額というのがございまして、こちらの

ほうが若干、元年度は収入が予算よりも増える見込みが立っております。７,０

５７億円の収入見込みになっておりますが、それとの対比で見ますと８３億円

の減収となっております。 

 次のページが受信料額の全体ということで、令和２年度は６,９７４億円の

受信料収入を見込んでいるところでございます。 

 次に支出のほうでございますが、３番目、国内放送の部分でございます。東

京オリンピック・パラリンピックの放送実施、あるいは防災・減災報道の充実

等の重点事項に取り組む一方で、２Ｋ、４Ｋ番組の一体制作の推進等による経

費節減に取り組むということで、前年度比８６億円の減と書いております。 

 ただし、これは少し数字を注意して見る必要がございまして、元年度予算と

比べますと８６億円減となっておりますが、国内放送番組配信、いわゆるイン

ターネット配信にかかる費用は、令和２年度予算については別掲をしておりま

す。元年度は含みになっておりますので、インターネット配信費を加えて令和

２年度の予算額を示しますと、３,５４３億円ということで、これは元年度と比

べると１９億円の増という形になっております。 

 なお、東京オリンピック・パラリンピックの関連経費は、全体で２６４億円

を見込んでいるということでございますが、そのうち１８０億円は引当金を立

てており、これを取り崩して充当するということでございますので、その差額

分の８４億円が、この国内放送費の経費の中に含まれているという形になって

おります。 

 一方、国際放送につきましては、テレビ国際放送によるニュースの強化等を



-15- 

図る一方、定時番組本数の圧縮等による経費削減を行うことにより、前年度比

で２８億円の減となっております。一方で、災害時、国内放送との連携強化に

より、訪日・在留外国人に向けた安全・安心な情報発信、あるいは多言語コン

テンツの発信強化等を実施するということでございます。 

 こちらも先ほど申し上げた国内放送と同様でございまして、２年度予算の数

字、２３６億円、表に書いてございますが、この数字にはインターネット配信

費は入っておりません。同様に配信費を加えて令和元年度予算と比べますと、

２５８億円となっておりまして、対前年度比で６億円の減となっております。 

 なお、人件費、減価償却費を含めた費用は２９２.６億円となっており、うち

国からの交付金が３５.９億円を見込んでいるということでございます。これ

は前年度と同額でございます。 

 次のページ、先ほど申し上げたインターネット活用業務、これが別な区分と

いう形になりましたが、この部分につきましては、ニュース・災害情報発信を

強化するとともに、前回の審議会でご答申いただきましたが、いわゆる常時同

時配信の開始も含んだものとなっております。地上テレビの常時同時配信、総

合・教育テレビについて実施し、見逃し番組配信、放送後１週間の配信もあわ

せて行うということでございます。この金額が１７０億円ということで、元年

度予算と比べて約２億円の増となっております。 

 このほかインターネット関係で申し上げますと、東京オリンピック・パラリ

ンピックの関連では１９億円を計上しております。先ほど２６４億円が東京オ

リンピック・パラリンピックの経費と申し上げましたが、その内数として１９

億円が入っております。この１７０億円の金額につきましては注がございます

が、受信料収入に占める比率は、令和元年度と同様２.４％という水準となって

おります。 

 一方、有料で提供するＮＨＫオンデマンドのサービスにつきましては、受信
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料財源による新たな見逃し番組の実施に伴いまして、サービスの見直しを行う

と。これも前回の実施基準の認可の際に申し上げましたが、いわゆる２種類の

サービスがございましたけれども、これを統合したサービスとして新たに提供

するということで、元年度と２年度を比べますと、若干数字が小さくています

が、この見直しによって減収額を見込んだ形となっております。０.９億円の事

業収支差金の赤字を見込んだ形となっております。 

 最後６番目、渋谷の放送センターの建替等の関係でございます。いわゆる積

立金の処理の関係でございますが、建設積立資産につきましては、渋谷の放送

センターの建替に充てるということで、約１,７００億円が現在、資産として積

み込まれております。今年度は、実際に工事着工をする予定ではございません

で、いわゆる工事設計を実施するという部分のみでございますので、０.９億円

の取り崩しとなっております。 

 一方、財政安定のための繰越金が、元年度末見込みで１,０４１億円になって

おります。これが、今年度２１０億円の取り崩しを見込んでおりまして、令和

２年度末現在では８３１億円の繰越残高を見込んでいるということでございま

す。 

 この２１０億円の取り崩しのうち、１４９億円が冒頭申し上げた事業収支差

金の赤字に補填をする部分でございまして、残りの６０億円は放送番組設備等

の建設費に充当するものでございます。 

 ６ページ目は、２年度収支予算に関連する主な取り組みということで、若干

先ほどの説明とかぶる部分がございますが、国内放送に関しましては、基本方

針が記載されておりますけれども、特に東京オリンピック・パラリンピックに

対する取り組み内容を主に掲げておるとともに、同じところの一番下ですが、

常時同時配信がいよいよ実施されるという内容です。 

 設備投資の部分については緊急報道、番組の送出等の設備に重点的に取り組
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むということで、引き続き設備投資を行いますが、元年度１,０３２億円に対し

て、２年度は９５２億円という数字になっております。 

 これらのＮＨＫ予算に対して付する総務大臣意見でございますが、意見の文

章そのもの自身は、同じ資料の９ページ以降に意見の案がございます。それを

少しまとめたものが、７ページ、８ページ目に概要というふうに用意いたして

おりまして、この概要を説明させていただければと思います。特に前年度、元

年度と比べて、今回の予算を踏まえて一部つけ加え等々をしている部分がござ

いますので、その部分を中心に説明させていただければと存じます。 

 まず、７ページ目でございますが、令和２年度収支予算につきましては、受

信料の引き下げ、４つの負担軽減策の実施、東京２０２０大会に関する放送・

サービスの実施等に取り組むことにより、事業収支差金の赤字を見込んでいる

という内容になっていますけれども、この点についてはやむを得ない面がある

ものの、今後も受信料の公平負担の徹底に向けた取り組みを進め、増収を確保

するとともに、徹底的に支出を精査し、削減に取り組むことにより、赤字額を

できる限り減少させるよう努めることを求めております。これは、前年度には

記載がございませんで、今年度新たにつけ加えをさせていただいている部分で

ございます。 

 これに加えまして、業務全体の聖域ない抜本的な見直しをすることにより、

早期に事業収支差金の黒字を確保できるように努めることもあわせて求めてい

ます。これは前年同様に求めているものでございます。 

 それと、繰越金の現状、事業収支差金が計画を大幅に上回る状況が続いてい

ることを踏まえますと、受信料のあり方についての不断の検討を求めている点、

これは前年度とほぼ同様の内容となっております。 

 その下でございますが、いわゆる業務、受信料、ガバナンスの三位一体改革

につきましての言及でございます。この点につきましては昨年度も同様の記載



-18- 

がございましたが、若干追記をしております。三位一体改革につきまして、具

体的な取り組み内容を早期に明らかにし、次期中期経営計画等に反映すること

を求める旨を指摘させていただいています。この次期中期経営計画に反映する

という部分について、今回新たに追記をさせていただいている部分でございま

す。 

 それと、これは今回新しく挿入をさせていただいた部分でございますが、い

わゆる東京２０２０大会に関する放送に関して、民放と十分に意思疎通を図り

ながら実施をしていただいて、大会の成功に大きく貢献することを強く期待す

る旨を今回、新たに設けさせていただいているところでございます。 

 これ以外に特記事項として、次の８項目について指摘をさせていただいてお

ります。昨年は７項目になっておりますが、後ほど説明しますけれども、１項

目追加をさせていただいているところでございます。 

 それ以外の７項目の表題については前年度と同様の内容でございますが、１

つ目、国内放送番組の充実です。この部分はほぼ前年と同様の内容となってお

りますが、１点さらにつけ加えております。最初のポツの部分でございます。

大規模自然災害に関する記述の部分について、訪日外国人に向けても、テレビ、

ラジオ及びこれを補完するインターネットを適切に使用し、情報提供を行うこ

とということで、訪日外国人向けの対応についても追記をさせていただいてい

る部分がございます。 

 それと２番目、国際放送の充実による総合的な海外情報発信の強化の部分は、

ほぼ昨年度と同様の内容の指摘をさせていただいております。放送内容の一層

の充実、強化を求めるとともに、「ＮＨＫワールドＪＡＰＡＮ」についての多言

語化等々を求めている部分でございます。 

 それと、次のページが３番目、４Ｋ・８Ｋ放送の積極的推進及びインターネ

ット活用業務に関する関係者間連携等という部分でございます。４Ｋ・８Ｋに
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つきましては昨年から放送が始まっておりますので、引き続き同様の内容とし

て先導的役割を果たすことを求めておりますが、インターネット活用業務に関

しまして、これは先月ご答申いただいて、実施基準を認可いたしましたので、

この部分を反映した記述となっております。 

 インターネット活用業務については、協会の目的や受信料制度の趣旨に沿っ

て適切に実施されるよう、実施基準に従って、適正な規模のもと、節度をもっ

て事業運営するとともに、会計上の透明性を確保すること、また民放との連携、

協力については民放の求めに応じ、その具体化を図ること、ＮＨＫオンデマン

ドを含む有料インターネット活用業務については、一層収支改善に努めるとと

もに、実施基準の認可申請時の見込みより悪化が見込まれる場合、累積収支改

善の措置を講ずること、この部分の記載が前年度と異なる記述として追記をさ

せていただいております。 

 それと４番目、経営改革の推進ということで、ここの部分も何点か記載を追

記させていただいております。２つ目のポツ、子会社全体のあり方につきまし

て、この部分は前年度と同じように、あり方について取り組みを進めることは

従来どおりなんですが、その後ろ、子会社の利益剰余金の協会への適切な還元

について、総務省策定のガイドラインを踏まえ、適切に実施をすることという

ことで、ガイドラインの策定を踏まえた取り組みの記載が追記をされておりま

す。 

 それと下から２つ目ですが、衛星放送の関係でございます。衛星放送のあり

方について昨年度も検討することを求めておりましたが、衛星放送のあり方を

含め、既存業務の見直しについて検討を進め、早急に一定の結論を得ることと

いうことで、衛星放送のあり方についての内容を求めています。 

 それとその下、改正放送法も踏まえ、情報公開の一層の推進により運営の透

明性の向上を図り、自ら説明責任を適切に果たしていただくことということで、
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改正放送法の施行を踏まえた記述の追加を行ったところでございます。 

 それと、５番目が受信料の公平負担徹底に向けた取り組みということでござ

いますが、３点ございますけれども、今回新たに追記をしたものとして３点目、

訪問員の対応等に苦情が寄せられていることから、受信契約の勧奨等の業務の

適正を確保するための体制について、不断に点検及び見直しをすることの旨を

新たにつけ加えさせていただいているところでございます。 

 それ以外に、従来から指摘されているとおり、営業経費についての一層の効

率化もあわせて求めているところでございます。 

 ６番目、東日本大震災等からの復興への貢献、公共放送の機能の強靱化の部

分については、昨年同様の指摘をさせていただいているところでございまして、

風評被害払拭の取り組み、あるいは東京２０２０大会を含めまして、サイバー

セキュリティー確保に万全を期する旨の記載をしております。 

 それと７番目、放送センター建替の部分も、前年同様の指摘でございますが、

地方からの情報発信、地方創生への貢献等の観点から、機能の地方分散につい

て早急に一定の結論を得ることを求めております。 

 それと８番目が、昨年度なかった項目となっております。次期中期経営計画

の策定に関する事項でございます。これにつきましては改正放送法に基づいて、

ＮＨＫにおきまして、令和３年度以降の中期経営計画の策定にこれから取り組

むということを踏まえまして追記をしたものでございます。 

 子会社等のさらなる経営統合も視野に入れたグループ経営改革等、自ら次期

経営計画に反映するとしている事項や、衛星放送のあり方については具体的な

取り組み内容を早期に明らかにし、次期中期経営計画に確実に反映することと

いうことで、次期中期経営計画に関する意見もあわせて追記をさせていただい

ているところでございます。 

 これが主な概要でございまして、先ほど申したとおり、９ページから意見の
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全文がございます。 

 私のほうからの説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いをいたしま

す。 

○吉田会長 ご説明どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきまして何かご質問、ご意見等ございまし

たらお願いいたします。 

○長田委員 よろしいでしょうか。 

○吉田会長 どうぞ。 

○長田委員 今の大臣のご意見のところの８ページですか、５番の受信料の公

平負担の徹底に向けた取り組みのところの、３つ目のポツの訪問員の対応等に

苦情等が寄せられていることから云々と書いてあるところなんですけれども、

事前のご説明いただいたときに、どのくらい消費生活センターに相談があるの

かなと、正式に私も聞いたわけではないんですが、相談員にちょっと聞いてみ

たところ、結構な数の相談が来ていると。総務省でもＰＩＯ－ＮＥＴ情報をご

覧になれるので、ご覧になっているかもしれませんけれども、私が思っていた

よりも多数、ご相談が来ていると。 

 その目で見て、ＮＨＫのホームページを見ると、そういうものを受け付けよ

うという姿勢はちょっとないような気がしたんです。受信料の仕組みについて

説明をしたいとか、そういうことは確かにあるんですけれども、何か意見なん

かは電話でとなっているんですが、そこに行き着くまでにも結構時間がかかり

ますし、番組の内容なんかについてというのはわりと気楽に意見が出せるけれ

ども、さまざまな契約にかかわるご相談というのをもうちょっと実はＮＨＫが

積極的に受ければいいのではないかと思いました。 

 例えば、電気通信の事業者だって、どんなサービスをやっている会社だって、

皆さん相談を直接受けていらっしゃるので、そういうことをして少し敏感にな
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っていかないと、不断に点検及び見直しを行うことというのができないんじゃ

ないかなとちょっと思います。直接聞くということの大切さをもうちょっと表

に出していただけるといいなと。これは意見をどうこうしようということでは

ないですけれども、加えてそういうアイデアをお伝えすることができればいい

かなと思いました。 

 以上です。 

○豊嶋放送政策課長 ご指摘もっともでございまして、先ほど概要で説明しま

したが、ＮＨＫのふれあいセンターに寄せられている苦情が、我々が把握して

いる範囲でも平成３０年度で３万７,０００件に上っていると。苦情の内容と

いうのはいろいろ多岐にわたるところだと認識はしておりますが、当然のこと

ながら受信料に関するご意見、ご相談等もあると伺っております。 

 意見書の中でも、それに実際どう取り組んでいくのかという観点からします

と、実際には例えば訪問員が国民と接する部分でございますので、今いわゆる

受信料の徴収事務は結構外部委託をしていることもありますから、ＮＨＫの職

員だけではなくて、これも指摘していますように、委託先の業務における実態

というのも、ＮＨＫにおいてまず適切に把握をしながら、是正すべきところは

していくということで、勧奨することも、いわゆる適正を確保するための体制、

これはまさにＮＨＫに加えて、委託先で行っているところも含めた体制構築と

いうことについて求めているものでございます。 

 ご意見の趣旨、全く我々としても同じ考え方でおりますので、引き続きＮＨ

Ｋの取り組みを見守っていきたいなと思っております。 

 以上でございます。 

○吉田会長 長田委員がおっしゃった相談や苦情ですが、ここに記載のＮＨＫ

ふれあいセンターとは別の消費者向けの相談窓口に寄せられていると、、、。 

○長田委員 消費者センターなどにもかなりの相談が行っているということは、
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消費者問題として捉えて相談していらっしゃるということになると思うので、

またちょっと視点が違う方もいらっしゃるかもしれないので、そういうことも

受けますよという、言わなくてもこれだけ来ているんだからいいのかもしれな

いんですけれども、でも、何ていうのかな、ちょっとそうなんだなと思ったも

のですから、そこは工夫をもう少し、こういう意見が出ることで、見られる方

が見れば、総務省もわかっている、ＮＨＫもわかっていると思うかもしれませ

んけれども、なかなかそんなに普通の一般の国民がこういう大臣意見を直接見

るということがないかもしれないので、もうちょっとＮＨＫが常に、委託先で

あっても訪問員で何かあったら教えてくださいと、それはこういうこともある

かもしれない、ああいうこともあるかもしれないぐらい普通言って集めたりす

るものかなと思うので、そういう事業者としての側面も必要ではないかと思い

ました。 

○堀内放送政策課企画官 長田委員のご指摘はごもっともでございまして、

我々も同じ問題意識を持っております。今回、この点につきましては収支予算

等に付す総務大臣意見において初めて盛り込ませていただきましたので、ＮＨ

Ｋにおいても我々の問題意識は十分に伝わると思います。 

 重ねまして、我々といたしましても、この分野につきましては消費者庁とも

適宜連携をとりながら、どうやったらもっとうまく国民・消費者対応ができる

かということについて検討していきたいと思いますので、引き続きご指導いた

だければと思います。 

○長田委員 よろしくお願いします。 

○吉田会長 私もこのふれあいセンターに寄せられた苦情等が３万７,０００

件に上ると伺い、随分大きい数だなと驚きました。多岐にわたっているという

ことだったんですが、中身を精査していただいて、やはり改善すべきところは

改善していただくようにＮＨＫにお願いできればと感じたところでございます。 
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 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

○日比野委員 意見と質問を１つずつです。意見は全体的な部分ですけれども、

昨年の総務大臣意見に加えて、オリパラへの対応とか、災害情報提供の重要性

の高まり、インターネット常時同時配信の開始、それから次期中期経営計画策

定、新しい部分で来年度に向けた重要テーマへの指摘がしっかり盛り込まれて

いるということで大変結構かなと。これから三位一体改革のさらなる促進を期

待されておられる大臣の意見として全体的にふさわしいと思います。 

 その上で質問ですけれども、繰越金が多いという話がありますね。１,０００

億円以上あって、子会社の利益の剰余金も含め連結で見ると相当な水準なんだ

ろうと思います。これが多過ぎても困るし、マイナスではもっと困るしという

ことで、これというのは、ターゲットとする水準感というものが総務省として

おありなのかどうか。それともこれはＮＨＫのマターということですか。 

○豊嶋放送政策課長 よろしゅうございますか。 

○吉田会長 どうぞ。 

○豊嶋放送政策課長 ＮＨＫにおける子会社の経営の話になりますので、いわ

ゆる具体的な数値基準的なものというのは、ＮＨＫにおいて決定をしていただ

くことになるかと思うんですけれども、ただ１点、実はこれは今年の放送法の

改正の話ともつながる部分でございまして、いわゆるガバナンスの強化という

観点がございます。 

 具体的に申し上げますと、数字をどのくらいにするのかという点においては、

確かにＮＨＫが自主的に判断するところではありますが、ただしその場合、例

えば子会社の利益剰余金の配当を、どういう場合、どのぐらいの水準で求める

のかという部分については、特に経営委員会も関与しながら配当の水準、基準

というのを明確に決めていただいて、それを世の中にオープンにさせていただ

きながら、事業運営の透明性を図ってやっていただくということが、改正放送
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法の中で具体的に取り組むべき事項の一つになっております。 

 ですから、先ほどの質問に関しましては、具体的な数字を総務省のほうでこ

うしなさいということを申し上げる立場ではないものの、いわゆる子会社の利

益をどのように配当という形で集約をして、例えば還元するとか、そういう財

源として充てていくのかということについての透明性を強く求めています。そ

れに基づきまして、今、経営委員会におきまして、いわゆる配当の基準、方針

というのを策定していただくと聞いているところでございます。 

○日比野委員 総務省策定のガイドラインを踏まえて適切に対応、とされてい

ますけれども、これはＮＨＫがそのガイドラインに沿って、自ら策定する子会

社の配当指針に沿って吸い上げるということでしょうか。 

○豊嶋放送政策課長 まさにそのとおりでございまして、それが改正放送法を

受けて、実際に子会社も含めてその方針を具体的に定めるという考え方を示し

たものでございますので、逆に言うと、それに従って明確な方針を定めてくだ

さいと、こっちは求めた形になります。それをちゃんと具現化してくださいと

いう内容になります。 

○日比野委員 なるほど。そうすると、協会のほうにどんどんたまっていくの

で、これを受信料の引き下げとか、設備投資だとか、そういうものに回してい

くという循環を期待しているということでよろしいんでしょうか。 

○豊嶋放送政策課長 まさに三位一体のところの指摘に当たるかと思いますけ

れども、受信料をどう還元するのか、あるいは逆に言うと、還元というよりも、

いわゆる受信料水準がどう適正であるべきかということについて、今回、受信

料の値下げをするという計画になっておりますけれども、引き続き不断の検討

を進めるようにという部分が、まさにこれから中期経営計画をＮＨＫのほうで

策定をいたしますので、業務の改善見直しとこれはセットの話かなと思ってお

りますので、トータルとしてＮＨＫとしてどういう取り組みをしていくのかと
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いうことを検討していただきたい。それが具体的な直近の話で申し上げると、

中期経営計画の中でそれを具体化してほしいと。これは今回、８番目の項目と

して加えた部分の内容となっているところでございます。 

○日比野委員 なるほど、わかりました。ありがとうございます。 

○吉田会長 ほかにいかがでしょうか。 

○林委員 長田委員のさきほどのご意見と少し関係するかもしれませんが、11

頁から12頁にかけての「４ 経営改革の推進」というところで、質問とコメント

があるのですが、協会において、こう毎年のように不祥事が連続するのは、い

くら巨大組織だとしても異常事態ではないかと思います。これに関連して、今

年度の総務省意見にも昨年度の意見にも、「コンプライアンス」という用語がと

ころどころ出ておりますが、これは日本語でいうと一般には「法令遵守」と訳

されておりますが、こと、受信料で成り立つ協会においては、単に法令などを

｢遵守｣するというだけでは足りないのではないかと思っております。もっと広

く、受信契約者から期待される「社会的要請の適合」といった広い意味でとら

えるべきではないかと存じます。と申しますのも、法令遵守は法治国家にとっ

ては当たり前で､とりわけ国民から信託された受信料の執行にあたる協会にお

いてはですね、放送法をはじめとする、国民との合意である法規範に則って行

為をしなければならないのは当然でして、これは法令遵守というかたちに矮小

化されますと、公共放送として協会に期待される役割としては、十分とはいえ

ないのではないかと存じます。そういう意味で、法令遵守を含めた「社会的要

請・受信契約者の合理的な期待に応えること｣といった、広い意味でのコンブラ

イアンスに取り組んでいかなければならないと思うのですが、この総務大臣意

見にいう「コンプライアンス」はそのような意味に理解してよろしいでしょう

か、ちょっと確認させていただきたいと存じます。 

 以上でございます。 
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○豊嶋放送政策課長 このコンプライアンスという言葉自体は、今回初めてと

いうよりも、毎年度使わせていただいているところでございまして、趣旨は法

令遵守だけを求めているものでは全くございませんので、まさにこの文書にあ

りますとおり、そもそもいわゆる不祥事に対する評価として、やはり受信料で

成り立つ協会ということに対する国民の信頼の観点から、著しく失墜する行為

であるという認識の上で、特に再発の防止の観点からコンプライアンスを求め

ており、いわゆる法令の遵守のみをもって足りるということではなく、この趣

旨に鑑みて、再発の防止の観点からの取り組みと、加えまして、これも同様に

書いていますけれども、それを実施するに当たって、ガバナンスの強化という

こともセットで求めております。これはまさに先ほどの、例えば訪問員の話で

いうと、外部委託もしている関係もございますし、当然のことながらＮＨＫの

中におきましても経営委員会と執行部というような関係がございますので、こ

ういう取り組みをするに当たって、各々その実施の再発防止にしっかり取り組

んでいただきたいということでございますので、必ずしも法令を遵守しろとい

う話ではございません。根底にあるのは国民の信頼を損なわない、あるいは得

るという立場から、十分な再発防止に取り組むということを重ねて申し上げて

いる意見になります。 

○林委員 それを聞いて安心しました。毎年のように、「コンプライアンス」と

いう文言が総務大臣意見の中にあるので、これは協会として非常に重く受けと

めるべき言葉ではないか、とかねがね思っていたものですから、その内容を今

回あらためて確認できたのはよかったと思っています。ありがとうございまし

た。 

○吉田会長 ほかにいかがでしょうか。 

○兼松代理 よろしいですか。ＮＨＫの事業計画のほうにも「関連団体を含め

たＮＨＫグループ一体となり、効率的で透明性の高い組織運営を推進」とござ
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いますけれども、そして大臣意見の案のほうにも、これに関連すると思います

けれども、子会社の業務範囲の適正化等々とあるのですが、私はやはりかねて

よりＮＨＫの子会社に関してもうちょっと透明化と効率化が必要じゃないかと

思っておりまして、今般、去年と今年で２件の子会社の統合を行うということ

でございますけれども、まだ非常に数が多いのではないかと理解しております

のと、各子会社とＮＨＫがどういう取引をしていて、どのような収支になって

いるのかというのは、あまり国民に見えにくいところがあるのではないかと思

っておりまして、ＮＨＫの収入というのは受信料ですけれども、それが子会社

に発注することで、おそらく子会社にもその受信料が流れていくことになるか

と思いますので、より国民から見て経営内容が透明化されて、子会社がこうい

う理由で必要で、こういう取引をしているんですよということがはっきりわか

るような経営体制をとっていただきたいと思っております。 

○豊嶋放送政策課長 ご指摘ありがとうございました。まさに我々も同じ考え

方でいるところでございます。今回、特にその子会社のことも含めまして、追

記した８番目の次期中期経営計画の部分は、先ほど概要で非常に圧縮した部分

でございますけれども、その中でも記載されておりますように、いわゆる子会

社のあり方を含めた見直しについて、具体的に次期中期経営計画の中で明らか

にしていくということを求めております。 

 これは一つ背景としましては、これも先月答申をいただきましたインターネ

ットの実施基準の認可の過程の中で、我々のほうでいわゆる三位一体の改革も

含めた考え方を示したことに対して、ＮＨＫから回答をいただいている部分の

中で、業務委託だとか、施設設備のあり方等検証による取り組み、あるいは子

会社を含めたグループ経営の改革推進に取り組んでいく旨の回答をいただいた

上で手続をとらせていただいたものでございますが、我々としてもそのＮＨＫ

の回答を踏まえた上で、それを次期中期経営計画の中で確実に具体的に反映す
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るということを求めていることがございますので、特に子会社の部分のご指摘

も踏まえまして、我々としても次期中期経営計画の適切、確実な反映というこ

とについては注視してまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○吉田会長 よろしいでしょうか。皆様からいろいろご意見や注文等を頂戴い

たしましたけれども、基本的にこの総務大臣意見をサポートするといいますか、

中身の具体的な文言の意図するところの再確認やＮＨＫに対して文言の意図を

しっかりと受け止めていただきたいといった意見ではなかったかと思います。 

 私自身も拝見しておりまして、非常に適切な意見が書かれているんではない

かと思いました。７ページの３つ目の項目に、受信料額の適正な水準を含めた

受信料のあり方について、既存業務の見直しの徹底とともに不断に検討する必

要があると指摘されていますが、確かに受信料収入がコンスタントに増えてい

る現状を鑑みますと、やはりこういう努力は絶対にお願いしたいと思いました

し、４つ目の項目の三位一体改革につきましても、具体的な取り組み内容を早

期に明らかにし、次期中期経営計画等に反映することが強く求められるとあり

ます。今般、インターネットの常時同時配信も行われますので、その取り組み

や検証結果等を十分踏まえながら、こういった三位一体改革を進めていただけ

ればと感じたところでございます。 

 ただ、総務大臣意見には、ＮＨＫに対する注文がいろいろと書かれておりま

すけれども、一般的にいいますと、やっぱりＮＨＫはそれなりの経費を費やせ

ることもあり、取材能力も高く、非常に質の高いすぐれた番組をたくさんつく

っておられると思いますし、また以前、国際放送についても正確な情報を公平

かつ公正に伝えておられるということで、グローバル、特にアジア等において

非常に高い評価を受けておられるということも伺いましたので、総務大臣意見

を踏まえてＮＨＫにはぜひ改革を進めていただき、視聴者の期待に応えていた
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だければと願っています。 

 あと、個人的にもう一つお願いするとしますと、非常にすぐれたコンテンツ

をたくさん持っておられるので、それらに対して、できるだけ一般の国民の皆

様に、アクセスしやすいように工夫して欲しいと願っています。すなわち、非

常にすばらしい番組、コンテンツをつくっておられても、私自身気がつかなか

ったり、放送後に気がついたり、あるいは見たいときに見れなかったりして残

念に感じることが時々あります。見逃した場合には、今回インターネットで見

られる機会が提供され、ありがたいのですが、これまで以上にコンテンツの周

知広報を工夫いただくことにより、国民の誰もが見たいと思うすぐれた番組、

コンテンツに容易に接することができるように、そういった取り組みにも今後

力を入れてほしいなと感じたところです。 

 それでは、ほかに特にご意見等ないようでしたら、諮問第６号につきまして

は、諮問のとおり意見することが適当である旨の答申を行いたいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

 それでは、そのように決することといたします。ありがとうございました。 

 以上で情報流通行政局の審議を終了いたします。情報流通行政局の職員は退

室をお願いいたします。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

閉    会 

 

○吉田会長 それでは、本日はこれにて終了いたします。答申書は所定の手続

により、事務局から総務大臣宛て提出してください。 

 なお、次回の開催日時は３月１１日水曜日の１５時を予定しております。 
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 それでは、本日の審議会を終了いたします。どうもありがとうございました。 

 

 


